
様式第２号（第７条、第18条関係）

下記の事項について誓約します。
なお、村が必要な場合には、次の誓約事項を確認するため、関係機関に照会することについて承諾

します。

１　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ていない者ではありま
　せん。

２　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項各号のいずれかに該当する者で、
その事実のあった日か３年を経過しない者ではありません。

３　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合
　は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は、代表者、理事等、その他経営に実
　質的に関与している者をいう。）が千早赤阪村暴力団排除条例（平成25年千早赤阪村条例第20号）
　第２条第１号から第３号に該当する者ではありません。

４　申込みに際し、千早赤阪村普通財産売払実施要綱、購入物件の現況及び関係諸規制を十分に把
　握したうえで申込みますので、後日、千早赤阪村に対し一切の異議及び苦情を申し立てません。
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